予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育施設費
	事業名　図書館活動推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　図書館　総務課　管理調整係　電話番号：058-275-5111（内291）

E-mail：c27205@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,539千円（前年度予算額：　1,530千円）
	＜財源内訳＞　
区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,530
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,530

	要求額
	1,539
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,539

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
高齢化が進んでいる今、身体に障がいのある高齢者を始め様々な障がい者に対するサービスをさらに充実させる必要があり、要求も年々高度化・多様化し、様々な分野の録音図書製作依頼も多い。また、平成18年度スタートの託児事業も、乳幼児を抱えた保護者から喜ばれている。

　各種サポーターは、熱心に図書館への協力的な活動を進めている。中でも視覚障がい者サービスボランティアは、平成19年度から「岐阜県図書館視覚障がい者サービス協力者」と改称、図書館内での位置づけを明確にした。利用の増加、高度化・多様化する利用者の要求に対応するため、より高度な音訳技術や専門知識をもった協力者の養成が必要となっている。
（２）事業内容

ア　障がい者サービス事業
　・視覚障がい者サービス：対面朗読の実施、録音図書製作・郵送貸出
　・身体障がい者在宅郵送サービス：来館困難な利用者に資料郵送貸出
イ　図書館利用者の託児事業
　　・０・１歳児の託児サービス：40日/年（開架室児童コーナーおはなし室）
ウ　図書館サポーター活動事業

・サポーター等全体交流会及び個別研修会開催：各1回
・視覚障がい者サービス協力者講習会：6回
・視覚障がい者サービス協力者音訳講習会（中級課程）：10回　
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10（県立教育施設の事業費であり、県負担は妥当）
（４）類似事業の有無
有　【類似事業】読書活動推進費（教育委員会）
主に「ぎふけん・おすすめの１冊コンクール」の開催する事業であり、障がい者などへ図書館サービスを提供する本事業とは異なる。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	447
	障がい者サービス協力者謝金、研修会講師謝金

	旅費
	54
	研修会講師の旅費、講座参加職員の旅費

	需用費
	230
	消耗品購入費、印刷製本費

	役務費
	247
	郵便料、電話料、ボランティア保険料

	委託料
	511
	託児業務委託料、研修会開催業務委託料

	負担金
	50
	講座参加費、視覚障がい者情報ネットワーク年会費

	合計
	1,539
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）後年度の財政負担
各種サービスについては、今後も継続して利用者の広範囲にわたる要求に対応する。障がい者サービスにおいては、DAISYフォーマットでの全国基準に沿った録音図書の製作、提供に引き続き取り組み、デジタル化に対応していく必要がある。図書館サポーターでは、交流会・研修会は今後も継続して実施することで、サポーターの意欲喚起、技術向上を図る。特に、視覚障がい者サービス協力者では、利用者の多様な要求に応えられるよう常時活動できる人員を確保するため養成研修の充実を図る。あわせて市町村図書館の障がい者サービスへの支援を目指す。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　障がい者サービス、託児、サポーターとの連携を継続的に実施することにより、図書館の基本的サービスとして定着させ、県内図書館にモデルケースを提供することで県内図書館支援の強化につなげていきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内図書館障がい者サービス実施館（市町村図書館等34館中）
	（H　）
	20館
（H23）
	20館
（H24）

	22館
（H25）

	24館
（H26）
	91.7％

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(１)障がい者サービス事業
　・視覚障がい者への対面読書、録音図書製作、録音図書郵送貸出を実施
　・身体障がい者への図書館資料郵送貸出を実施　
(２)託児委託事業
　　平成25年度　40日/年実施（予定）　
(３) 図書館サポーター活動事業
・サポーター等全体交流会　平成25年6月12日(日)実施（参加者21名）　
　・サポーター等個別研修会　平成26年2月～3月実施（予定）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

障がい者サービス事業、託児事業は、利用者からも好評で図書館の基本的サービスとして定着しつつある。今後、市町村の図書館でも同様のサービスが広がっていくのが望ましい。図書館サポーター活動事業では、サポーターのみなさんにボランティア活動と生涯学習の場を提供できた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　誰もが等しく図書館を利用できることは図書館の基本的なサービスであり、サポーターと連携しての図書館運営ともども県内市町村図書館のモデルとしての役割からも、事業の必要性が高い。
　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　平成22年の県内図書館障がい者サービス実施館は17館だったのに比べ平成25年度は22館と増加しており、成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　視覚障がい者への対面読書や録音図書作成を、視覚障がい者サービス協力者（図書館サポーター）に担ってもらうなど、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県図書館のサービスとしては定着してきているが、今後、県全体の図書館サービス向上につなげていくことが課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県民のニーズは確実にあり、事業の必要性も高い。県の中核図書館としての役割を果たすために継続すべき事業である。


財政課で記載します。








